
令和６年度妙高市国民健康保険特別会計予算について

（歳　入） (単位：千円）

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度

当初予算額① 当初予算額② ① － ② 伸び率(%)

医療分現年課税分 328,777 308,400 20,377 6.6 (特別徴収)調定見込額10,781千円×予定収納率100%、(普通徴収)調定見込額327,831千円×予定収納率97%

後期分現年課税分 143,919 133,466 10,453 7.8 (特別徴収)調定見込額4,760千円×予定収納率100%、(普通徴収)調定見込額143,463千円×予定収納率97%

介護分現年課税分 33,332 34,131 △ 799 △ 2.3 (特別徴収)調定見込額4千円×予定収納率100%、(普通徴収)調定見込額34,359千円×予定収納率97%

医療分滞納繰越分 7,828 8,780 △ 952 △ 10.8

後期分滞納繰越分 3,067 3,467 △ 400 △ 11.5

介護分滞納繰越分 1,622 1,885 △ 263 △ 14.0

医療分現年課税分 0 0 0

後期分現年課税分 0 0 0

介護分現年課税分 0 0 0

医療分滞納繰越分 186 225 △ 39 △ 17.3

後期分滞納繰越分 69 82 △ 13 △ 15.9

介護分滞納繰越分 67 75 △ 8 △ 10.7

518,867 490,511 28,356 5.8

300 300 0 0.0 保険税の督促に伴う手数料（1件100円）

300 300 0 0.0

75 90 △ 15 皆増 出産育児一時金増額に伴う国庫支出金5千円×15件 実績による減

75 90 △ 15 △ 16.7

2,432,636 2,426,825 5,811 0.2
診療機関等に国保連合会を通じて支払う保険給付費分。歳出の保険給付費(出産・葬祭を除く)と同額。全額
が県から交付される。

保険給付費が増加したことに伴う増

58,513 42,441 16,072 37.9
特定健診負担金相当分や市町村努力支援分など、市町村毎の事情や取組等に応じて交付される。
国保ヘルスアップ事業 3,000千円、特定健診負担金分 9,000千円、保険者努力支援制度市町村分 14,000千
円、新潟県繰入金2号分 9,000千円、特別調整交付金分 23,513千円

国保システム改修に伴う増

2,491,149 2,469,266 21,883 0.9

10 13 △ 3 △ 23.1 財政調整基金積立金利子 利率の減（0.017％→0.013%）

10 13 △ 3 △ 23.1

13,227 1 13,226 1322600.0 単年度収支の赤字に充当 繰越金の減少に伴うもの

223,586 235,983 △ 12,397 △ 5.3

1,665 14,660 △ 12,995 △ 88.6 前年度会計からの繰越金 令和5年度実績見込によるもの

1,665 14,660 △ 12,995 △ 88.6

2,139 3,000 △ 861 △ 28.7 保険税にかかる延滞金及び加算金等 収納実績による減

1 1 0 0.0

4,000 3,565 435 12.2 交通事故等第三者納付金601千円、特定健診受診者負担金2,667千円、過年度特別交付金精算分570　ほか 収納見込の増

6,140 6,566 △ 426 △ 6.5

3,241,792 3,217,389 24,403 0.8

区　　　　　　　　分
比較増減

説　　　　明　　　　内　　　　訳 比較増減の説明

①
国民健康
保険税

一
般
分

税率改定による増

直近3年度（R4,R3,R2年度）の平均収納額×収納率90％ 平均収納額の減に伴う減

退
職
分

退職者医療制度が終了し、経過措置に
よる被保険者がゼロとなったため減少

直近3年度（R4,R3,R2年度）の平均収納額 収納実績による減

計

②
使用料
手数料

使用料及び手数料

計

③
国支出金

出産育児一時金臨時補助金

計

④
県支出金

普通交付金

特別交付金

計

⑤
財収
産入

利子及び配当金

計

⑥
繰入金

一般会計繰入金 210,359

計

235,982 △ 25,623 △ 10.9
法定繰入分として一般会計から繰入れするもの。（保険基盤安定126,607千円、事務費34,948千円、
財政安定化支援事業43,804千円、出産育児一時金補助5,000千円）

被保険者数の減少（軽減対象者の減
少）に伴う保険基盤安定繰入金の減

財政調整基金繰入金

歳　入　合　計

⑦
繰越金

繰越金

計

⑧
諸収入

延滞金加算金及び過料

預金利子

雑入

計

資料２



（歳　出） (単位：千円）

① － ② 伸び率(%)

総務管理費 49,956 34,960 14,996 42.9 職員人件費、事務費、各種委託料ほか 委託料の増など

徴税費 2,002 2,043 △ 41 △ 2.0 保険税賦課徴収業務における事務費 口座振替件数の減など

運営協議会費 183 454 △ 271 △ 59.7 国保運営協議会委員報酬ほか 会議開催数の減

趣旨普及費 91 81 10 12.4 市報みょうこう印刷代 印刷単価の増

計 52,232 37,538 14,694 39.1

一般分療養給付費 2,111,000 2,100,000 11,000 0.5 実績による増

退職分療養給付費 1 1 0 0.0

一般分療養費 21,000 21,377 △ 377 △ 1.8 実績による減

退職分療養費 1 1 0 0.0

審査手数料 8,230 4,842 3,388 70.0 国保連合会に支払うレセプト審査等にかかる費用。財源は県支出金(普通交付金) 単価の増額に伴う増

一般分高額療養費 292,000 300,000 △ 8,000 △ 2.7 実績による減

退職分高額療養費 1 1 0 0.0

一般分高額介護合算療養費 400 600 △ 200 △ 33.3 実績による減

退職分高額介護合算療養費 1 1 0 0.0

一般分移送費 1 1 0 0.0

退職分移送費 1 1 0 0.0

出産育児諸費 7,504 9,004 △ 1,500 △ 16.7 出産育児一時金50万円×15件 実績による減

葬祭諸費 3,500 3,600 △ 100 △ 2.8 葬祭費5万円×70件 実績による減

傷病手当金 - 1 △ 1 皆減 新型コロナが5類に移行したことに伴い令和5年度で制度終了

計 2,443,640 2,439,430 4,210 0.2

一般被保険者医療給付費分 453,358 440,510 12,848 2.9 県算出見込額の増

退職被保険者医療給付費分 107 107 0 0.0

一般被保険者後期高齢者支援金等分 176,906 181,417 △ 4,511 △ 2.5 県算出見込額の増

退職被保険者後期高齢者支援金等分 46 46 0 0.0

介護納付金分 53,367 47,881 5,486 11.5 新潟県全体の介護納付金推計額を、県内市町村の被保険者数・所得等の割合で按分し負担するもの。 県算出見込額の増

計 683,784 669,961 13,823 2.1

財政調整基金繰入金 30,164 33,554 △ 3,390 △ 10.1 特定健康診査及び特定保健指導等の実施にかかる費用 委託料の減

疾病予防費 12,165 11,992 173 1.4 人間ドック助成、レセプト点検にかかる費用 人件費単価上昇による増

計 42,329 45,546 △ 3,217 △ 7.1

財政調整基金積立金 10 13 △ 3 △ 23.1 基金利息分の積立金 利率の減（0.017％→0.013%）

計 10 13 △ 3 △ 23.1

償還金利子 11 15 △ 4 △ 26.7 不測の事態に備えた借入金利息 利率の減（0.017％→0.013%）

計 11 15 △ 4 △ 26.7

保険税還付金 3,520 3,620 △ 100 △ 2.8 過年度還付金及び還付加算金 実績見込みによる減

償還金 15,266 20,266 △ 5,000 △ 24.7 県から交付された保険給付費等交付金を実績額に応じて精算返納するもの。 実績見込みによる減

計 18,786 23,886 △ 5,100 △ 21.4

予備費 1,000 1,000 0 0.0

計 1,000 1,000 0 0.0

3,241,792 3,217,389 24,403 0.8

区　　　　　　　　分
令和 ６ 年度
当初予算額①

令和 ５ 年度
当初予算額②

比較増減
説　　　　明　　　　内　　　　訳 比較増減の説明

①
総務費

②
保険

給付費

国保連合会へ支払う療養費用（医療・薬剤等）。財源は県支出金(普通交付金)

国保連合会等へ支払う柔道整復師、補装具等の費用。財源は県支出金(普通交付金)

国保連合会等に支払う自己負担限度額超過分の診療費用。財源は県支出金(普通交付金)

医療と介護の年間負担額が自己負担限度額を超えた場合、超えた額を保険給付するもの。
財源は県支出金(普通交付金)

医師の指示による緊急を要する場合の患者移送に要する経費支給

⑦
諸支出金

⑧
報償費

歳　出　合　計

③
国保

事業費
納付金

新潟県全体の医療費推計額を、県内市町村の被保険者数・医療費水準・所得水準等の割合で按
分し負担するもの。

新潟県全体の後期高齢者支援金等推計額を、県内市町村の被保険者数・所得水準等の割合で按
分し負担するもの。

④
保健

事業費

⑤
基金

積立金

⑥
公債費


